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福祉に関する事務所 

１ 管内の概要 
（平成２２年４月１日現在） 

区   分 
石川郡

野々市町 

河 北 郡 
能美郡 

川北町 
管内計 県 計 

津幡町 内灘町 

面  積（㎢） １３.５６ １１０.４４ ２０.３８ 
１４.７６ １５９.１４ 

４,１８５.54 
 １４４.３８ 

人   口（人） ４６,２９３ ３７,５４４ ２６,７６９ ６,０１７ １１６,６２３ １,１６２,９５０ 

生 

活 

保 

護 

被保護世帯数(世帯） 
１６６ 

（１） 

９６ 

 

７５ 

 

２ 

 

３３９ 

（１） 

５,１５７ 

（２９） 

被保護人員（人） 
２１６ 

（１） 

１１９ 

 

９３ 

 

２ 

 

４３０ 

（１） 

６,２７５ 

（３５） 

保 護 率（‰） ４.７ ３.２ ３.５ ０.３ ３.７ ５．４ 

中 国

残 留

邦人 

被支援世帯数（世帯）     ２    ２ １７ 

被支援人員（人） ３    ３ ２５ 

住宅手当

緊急特別

措置 

支給実人数(人)     ５０ ３３３ 

支給延件数(件)     ６２  

老 

 

人 

高齢者(65 歳以上)(人） ７,１０９ ６,８４２ ５,０８３ 
南
加
賀
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
で
管
轄 

１９,０３４ ２７２，８６７ 

高 齢 化 率（％） １５.４ １８.２ 1９.０ １７.２ ２３.５ 

一人暮らしの高齢者(人）   １,２１２ ９２６ ８８６ ３,０２４ ５３,１３１ 

児

童 

保育所数（箇所） １２ １２ ９ ３３ ３６８ 

保育所入所児童数(人） １,６１８ １,３２８ ７９８ ３,７４４ ３４,２１２ 

母子父子家庭世帯数 (世帯） ６２０ ２８６ ４４０ １，３４６ １２,５７９ 

民生･児童委員数（人） ９４ ８０ ５８ ２３2 ２,９８４ 

身体障害者相談員数（人） ４ ４ ４ １２ １４２ 

知的障害者相談員数（人） ２ ２ １ ５ ５５ 

（注）１ 人口は、住民基本台帳月報（平成２２年３月末日）による数値。 

２ 高齢者数は、町老人福祉主管課調べによる数値。 

３ 母子父子世帯数は、平成１９年８月１日実施の実態調査に基づく数値。 

   ４ 生活保護の（ ）内は、停止中の数で内数。 

   ５ 川北町は、生活保護についてのみ管轄区域であり、他の業務については管轄区域でない。 
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２ 生活保護 
憲法第２５条の規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に 

応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を援助することを目的としている。 

 

(1) 管内の保護動向 

平成２２年４月１日現在の受給世帯は３３９世帯、受給人員４３０人で、増加傾向が強くなっている。 

   （平成 21 年度：51 世帯増、平成 20 年度：13 世帯増、平成 19 年度：9世帯増） 

  

(2) 保護の開始・廃止 

    平成２１年度中の保護開始は８８世帯、開始理由別では昨年度と同様に「世帯主の傷病」が３４件

（38.6％）と最も多いが、次に多い｢稼働収入の減少（喪失を含む）｣が２６件（29.5％）（平成 19 年度８件、平成

20 年度 19 件）と急増している。平成 20 年度後半からの世界的不況が財政基盤の脆弱な低所得層を直撃し

ているものと思われる。 

また、保護の廃止は３７世帯で、廃止理由では、「死亡」の１２件（32.4%）がもっとも多いが、他の殆どは平成

１９年度失業者の再就職や母子世帯の増収、就職によるもので、平成20年度失業者の再就職件数は未だ少

ない状況である。 

 

① 生活保護事務処理状況（平成２１年度） 

保護申請受理件数 処  理  件  数 
廃 止 

保護世帯数 

（平 22.3.31 現在） 
停 止 停止解除 

新 規 変 更 開 始 変 更 取下、却下 

９６  ７６４  ８８  ７６４  ９  ３７ ３３９  ９  ９  

 

② 開始理由別新規保護件数 

世帯主の傷病 転 入 預金等の減少 稼動収入減 
仕送りの 

減少・喪失 
その他 

３４  ３  １４  ２６  ２  ９  

 

③ 理由別保護廃止件数 

死 亡 稼動収入増 転 出 年金等受給 指示違反 傷病治癒 その他 

１２ ５ ４ ３ ４ １ ８ 

 

④ 管内市町別被保護世帯数・人員・保護率・世帯類型  （平成２2年４月１日現在） 

      区 分 

町 名 

被保護 

世帯数 

被保護 

人 員 

保護率 

（‰） 
高齢世帯 母子世帯 

傷病・障害 

世 帯 

その他 

世 帯 

野〄市町 １６６ ２１６ ４．７ ６７ ９ ７１ １９ 

津 幡 町 ９６ １１９ ３．２ ５２  ２ ３７ ５ 

内 灘 町 ７５ ９３ ３．５ ３４ ０ ３４ ７ 

川 北 町 ２ ２ ０．３ ２    

計 ３３９ ４３０ ３．７ １５５ １１ １４２ ３１ 
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⑤ 各扶助費別金額 （平成２１年度） 

区  分  金    額（円） 構成比（％） 

総   額 ６８６,２２４,９７０ １００.０ 

生 活 扶 助 １９１,５２０,６６２ ２７.９ 

住 宅 扶 助 ７０,５５６,９９２ １０.３ 

教 育 扶 助 ２,４７９,３９０ ０.４ 

医 療 扶 助 ３５０,７７３,７１７ ５１.１ 

その他の扶助（介護・

出産・生業・葬祭） 
１６,１４２,２１５  ２.３ 

施 設 事 務 費 ５４,７５１,９９４ ８.０ 

 

３ 中国残留邦人等支援 
｢老齢基礎年金の満額支給｣の対象となる中国残留邦人等と、その配偶者の方で、世帯の収入が一定の 

基準に満たない方に対し、従来の生活保護に代えて、新たに生活支援給付等の支給を行っている。 

 

① 被支援世帯生活保護事務処理状況（平成２１年度） 

申請受理件数 処  理  件  数 
廃 止 

支給世帯数 

（平 22.3.31 現在） 
停 止 停止解除 

新 規 変 更 開 始 変 更 取下、却下 

１  １０  １  １０  －  －  ２  －  －  

 

② 各扶助費別金額 （平成２１年度） 

区  分  金    額（円） 構成比（％） 

総   額 ２,１４３,３２６ １００.０ 

生 活 扶 助 １,７７０,５４８ ８２．６ 

住 宅 扶 助 ３７２,７７８ １７．４ 

医 療 扶 助 ０ ０ 

 

４ 住宅手当緊急特別措置 
離職者であって住宅を喪失または喪失するおそれのある方に対し、住宅の提供や家賃の給付を行う。 

上限額 単身    ３１，０００円 

〃   ２人以上 ４０，１００円 

支給期間 ６カ月限度（就職活動を誠実に継続している場合、３ヶ月延長可） 

 

① 手当支給世帯人員状況（平成２１年度） 

本年度当初 

Ａ 

本年度開始 

  Ｂ 

本年度廃止 

Ｃ 

３月末日現在 

A+B+C 
本年度停止  本年度停止解除 

世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 世帯数 人員 

 － －  ２９  ５２  ２  ２  ２７ ５０  － －  － －  
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② 支給給付支給状況 

 件 数 金 額  

６２ ２，４５６，０００ 円  

 

③ 手当申請事務処理状況 

種別 
手当申請書 

受理件数 

申請取り 

下げ件数 

決定件数 申請書受理後決定までの期間 
未決定

件数 
 

開始 

変更 
却下 計 

14 日

以内 

30 日

以内 

60 日

未満 

60 日 

以上 

新規     ４７    ８  ２９ － ２９ １９ ６ ３ １ １０ 

変更 －  － －  －  － －  － －  － －  

計 ４７  ８  ２９  －  ２９ １９ ６ ３  １ １０  

 

５ 障害者福祉 
 

特別障害者手当等支給 

在宅の重度の知的・身体障害児（者）等に対して次の手当の支給を行っている。 

 

（１）特別障害者手当  ２０歳以上で、知的・身体等に重度の障害を有するために、日常生活において 

常時特別の介護を要する者に支給。〔月額 26,440 円〕 

 

（２）障害児福祉手当  ２０歳未満で、知的・身体等に重度の障害を有するために、日常生活において 

常時介護を要する者に支給。〔月額 14,380 円〕 

 

（３）経過的福祉手当  昭和６１年３月３１日において２０歳以上で、従来の福祉手当受給者のうち、 

特別障害者手当の支給要件に該当せず、かつ、障害基礎年金も支給され 

ない者に支給。〔月額 14,380 円〕 

 

① 管内特別障害者手当等支給事務処理状況（平成２１年度）                  （単位：件） 

区  分 申 請 
決定状況等 

停 止 解 除 停 止 資格喪失 
平成２１年度末 

現在の受給者数 認 定 却 下 保 留 

特別障害者手当 １０ １０   １ 1 ６     ５１ 人 

障害児福祉手当 ６ ６     ７ ４９ 人 

経過的福祉手当        ６ 人 

 

② 特別障害者手当等の支給状況（平成２２年４月１日現在）                     （単位：人） 

区 分 特別障害者手当 障害児福祉手当 経過的福祉手当 計 

野〄市町 ２５ １５ ３ ４３ 

津 幡 町 １１ １６  ２７ 

内 灘 町 １５ １８ ３ ３６ 

計 ５１ ４９ ６ １０６ 
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６ 老人福祉 

 

管内の全人口に対する６５歳以上の老齢人口の占める割合は１７.２％で、県平均の２３．５％より低い 

（１ 管内の概要 参照）。 

 

(1) 養護老人ホーム 

養護老人ホームは、老人福祉法に基づいて設置された施設で、環境上の理由及び経済的理由により家庭

で養護を受けることが困難な老人が入所する（県内８ヵ所、定員７００人）。 

 老人ホーム入所措置事務の窓口は市町であり、当所においては市町からの各種情報により、入所措置に係

る広域連絡調整等を行っている。 

 

 ① 養護老人ホーム入所状況（平成２２年４月１日現在）              （単位：人） 

   施 

    設 

     名     

市 定 

町  員 

名 

松

寿

園

 
 

 
 

 
 

第
二
松
寿
園 

( 盲 ) 

自 

生 

園 

向

陽

苑

 
 
 
 

 
 

若
葉 

あ
っ
と
ほ
ー
む 

朱

鷺

の

苑
 
 
 
 

 
 

石
川
県
鳳
寿
荘

 
 

 
 

 
 

能 

登

ふ
る
さ
と 

県
外
の
施
設 

計 

８０ ５０ ５０ ２４０ ８０ ８０ ７０ ５０ 
 

７００ 

金 沢 市 １  １３ １７３  ５   ２ １９４ 

かほく市    ４  １   
 

５ 

白 山 市 １  ２ １７  ２   
 

２２ 

野々市町  ３  １２  １  １ 
    

    
１７ 

津 幡 町    ６  １    ７ 

内 灘 町    ３      ３ 

計 ２ ３ １５ ２１５ ０ １０ ０ １ ２ ２４８ 

 

 

(2) 長寿者慶祝事業（長寿者お祝い訪問） 

 

年度中に満１００歳になられる方へ「老人の日」に記念品等を贈る。 

 

① 長寿者慶祝事業（平成２１年度）                      （単位：人） 

 

区分 

 

 

金 沢 市 

 

かほく市 

 

白 山 市 

 

野〄市町 

 

津 幡 町 

 

内 灘 町 

 

計 

 

人数 

 

８８ 

  

 １０ 

 

２３ 

  

 ５ 

  

 ３ 

  

 ４ 

 

１３３ 
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７ 児童・ひとり親家庭の福祉 
 

 ひとり親家庭の福祉推進のために母子自立支援員・父子相談員２名が配置され、相談業務を行っている。 

このほかに、母子寡婦福祉資金の貸付事務、母子生活支援施設への入所、交通災害等遺児すこやか資金の

支給事務を行っている。 

 

  【母子寡婦福祉資金貸付金の経路図】 

 

   （借受者）         （町役場）       （保健福祉センター）        （子育て支援課） 

  ①貸付申請     ②受  付      ③貸付調査        ④審査・決定 

 

  ⑥受け取り      経  由        経  由         ⑤決定通知書 

 

  ⑦借用書提出                経  由        ⑧ 貸  付 

 

  ⑨受  領                           （借受者指定金融機関） 

 

 

① ひとり親家庭福祉相談種別状況         ② 県単独事業実績 

（平成２１年度）              （単位：件）      （平成２１年度）       （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談種別 件  数 割合（%） 

生活相談 ２３８ ２１.２ 

児童相談 ３２ ２.９ 

援護相談 ８５３ ７５.９ 

そ の 他 ０ ０.０ 

計 １，１２３ １００.０ 

市 町 
交通災害等遺児すこ

やか資金 

金 沢 市 ３ 

かほく市  

白 山 市  

野々市町  

津 幡 町 １ 

内 灘 町  

計 ４ 
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８ 民生委員・児童委員等 
 

民生委員は、民生委員法に基づき厚生労働大臣の委嘱を受け（児童福祉法の規定により児童委員を兼

任する）、社会奉仕の精神をもって、地域住民の福祉増進のため広範な活動を行っている。 

管内の民生・児童委員２３２人が、平成２１年度中に受理した相談は２，８３０件で、その内訳は表

①のとおりとなっている。 

なお、民生・児童委員の中から、児童福祉に関する活動を専門に担当するのが主任児童委員（１６人）である。 

また、県では身体障害者相談員（身体障害者福祉法）、知的障害者相談員（知的障害者福祉法）を委託配置

している。 

  

① 相談・支援状況（平成２１年度） 

区  分 件 数 割合(%) 区   分 件 数 割合(%) 

内

容

別

相

談

・
支

援

件

数 

在 宅 福 祉 409 14.5 分
野
別
相
談
・
支
援
件
数 

高齢者に関すること 1,779 62.9 

介 護 保 険 102 3.6 障害者に関すること 161 5.7 

健康・保健医療 197 7.0 子どもに関すること 455 16.1 

子育て・母子保健 57 2.0 そ の 他 435 15.4 

子どもの地域生活 231 8.2 計 2,830 100.0 

子どもの教育・ 

学校生活 
168 5.9 

そ

の

他

の

活

動

件

数 

調査 ・実態把握 1,352   6.8 

生 活 費 153 5.4 
行事・事業・会議へ

の参加協力 
5,152 25.9 

年 金 ・ 保 険 34 1.2 
地域福祉活動・自主

活動 
7,870 39.6 

仕 事 28 1.0 民児協運営・研修 5,068 25.5 

家 族 関 係 129 4.6 証 明 事 務 355 1.8 

住 居 56 2.0 
要保護児童の発見

の通告・仲介 
75 0.4 

生 活 環 境 113 4.0 計 19,872 100.0 

日常的な支援 590 20.8 
 

そ の 他 563 19.9 

計 2,830 100.0 

 


